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論文
クールノー寡占市場における環境政策分析の一般化
? ? ?
概要
本稿では，同質財の生産と同時に汚染排出削減活動に従事する企業を想定し，自由参
入によりゼロ利潤が実現する長期均衡において，企業数ないし市場構造が内生的に決定
されるクールノー媒占モデルを構築する．そして t 汚染排出醤に対して賦課される環境
税の最適税率を企業数が外生的に固定された短期と．内生的に決定される長期均衡の両
方において導出する．従来の謀占市場における環境税の分析と違い，本稿の分析におい
ては企業の参入・退出が環境汚染に及ぼす影響が明示的に考察される． また，本稿のモ
デルでは消費需要•生産費用・汚染排出構造に対し一般的な関数形を想定するため．最
適環境税率が限界現境損害を上回るかどうかは，需要関数の凸性，汚染排出の産出抵に
関する弾力性等を表す．さまざまなパラメータに依存することが示される．
キーワード：環境税；クールノー謀占；自由参入；排出削減活動
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1 . はじめに
欧米諸国の炭素税に代表される現境税は，直接規制や排出権取引制度と並び，環境汚染に
よる損害という外部性を補正するための最も重要な政策手段の 1つとして，我が国では近
年においてその導入をめぐり，盛んに議論が行なわれている．環境税ないし排出税は企業の
生産活動に付随する汚染排出が環境に及ぽす損害（外部不経済）を内部化する役割を果たす．
伝統的なピグー税の考え方では，排出税が限界環境損害に等しい水準に設定されれば，内部
化は完全であるとされる．そして，最近の研究では，この内部化の程度は市場構造に大きく
依存することが明らかにされた．
完全競争市場において，排出税の最適税率は限界環境損害に等しくなることが知られてい
る1). 他方，市場が独占企業により供給される場合， Barnett(1980)は最適税率が限界環境
＊ 関西大学経済学部准教授 E-mail: sugeta@ipcku.kansai-u.ac.jp 
1) Baumol and Oates (1988)の現境経済学の代表的テキスト等を参照されたい．
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損害を下回ることを示した 2). 独占企業による生産は社会的に最適な水準より過小であるた
め，排出税を限界損害の水準に設定すると，その生産がさらに制限されてしまう． したがっ
て，限界損害から暗黙の補助金を差し引いた水準に排出税を設定するのが最適となる． しか
しながら，その後， Misiolek(1988)は独占企業がレントシーキング活動を行なう場合，最
適な排出税率は限界環境損害を上回る可能性があることを証明した．
完全競争および独占という市場形態は企業数について非常に極端な仮定であり，かつ，現
実とはかけ離れた設定である．それゆえに，より現実に近く，これらの中間に位置する市場
構造つまり寡占市場に対する最適環境政策について数多くの研究が登場した 3). 中でも，
Katsoulacos and Xepapadeas (1996)は，謀占企業がクールノー＝ナッシュ的に産出量を戦
略変数として選択する場合，企業数が固定される短期においては，最適排出税率は限界環
境損害を下回るという結果 (under-internalization)を嘩いたその直感的な理由は，独占企
業と同様謀占企業による過小生産にある．さらに彼らは，その最適税率が企業数について
の増加関数であることを，線形の逆需要関数を仮定して証明しているりつまり，企業数が
1であれば，最適排出税は独占企業に対する税率に等しく，企業数が大きくなるにつれて，
完全競争企業に対する税率，つまり限界環境損害に近づくことが明らかにされた．
寡占市場の長期では，超過利潤を求めて新規企業が参入し，正常利潤（ゼロ利潤）が実現
したときに，その参入はストップする．つまり，長期均衡においては企業数が環境税率の関
数として内生的に決定される．寡占市場の理論では，これを内生的市場構造と呼んでいる．
Katsoulacos and Xepapadeas (1995, 1996)はこのアプローチを長期におけるクールノー＝
ナッシュ均衡に対して適用し，最適排出税率が限界現境損害を上回る可能性を示した．排出
税の賦課は環境汚染の軽減というプラスの効果，雰占による過小生産の状態がより制限的に
なるマイナスの効果，そして過剰に参入した企業を退出させることで企業数が社会的に最適
な値に近づくプラスの効果をもたらす．この最後の効果が支配的ならば，最適税率は限界損
害を上回り，このように内部化が過剰に行なわれること (over-internalization)が社会的に
最適となるのである．
Katsoulacos and Xepapadeas (1995, 1996)による内生的市場構造アプローチは，需要関
数を線形に特定化し，生産費用関数および汚染排出物質生成関数が産出罷と汚染排出削減活
2) Buchanan (1969)が最初に独占における結果を示唆した論文である.Barnett (1980)はさらに，この結
果を独占企業が排出削減活動を行なうモデルヘ拡張している．
3) Simpson (1995)は，雰占モデルの中でも特に，企業数が 2のクールノー複占モデルに費用関数の非対
称性を導入して最適排出税率の導出を行なっている．そこでは，複占企業が互いに十分に異なる費用条
件を持つ場合，最適税率が限界環境損害を上回ることが示されている．
4)この結果は，菅田 (2008)において，非線形の逆需要関数に対しても成立することが示されている
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動への支出額ついて加法的に分離可能であるという仮定に依存している5>.Lee (1999)お
よび Requate(2005)は非線形で，一般的な需要関数を用い．クールノー媒占の長期均衡に
おける最適排出税率を尊出している．彼らの結果によると，需要関数が凹（あるいは凸）で
あれば最適税率は限界損害を上回る（あるいは下回る）． しかし．彼らのモデルでは，寡
占企業による汚染排出削減活動が捨象されており，汚染排出批は産出量に関して比例的に増
大するという単純な排出物生成関数が仮定されている.Lahiri and Ono (2007)においては，
産出水準に対する汚染排出水準の比率に上限を課す排出基準規制 (emissionstandards)と排
出税の2つの政策手段が比較される．そこでは．企業数が外生的に与えられた短期において．
両手段の変化が同じ排出醤の変化分をもたらす場合，排出基準規制のほうが社会的厚生上望
ましいことが示されている． しかし，彼らは自由参入のある長期均衡では．逆需要関数が凹
ならば，排出税が厚生上優れた手段であるという結果を導いているり
本稿では．需要および費用・汚染排出構造について一般化されたクールノー寡占モデルを
構築し，それに内生的市場構造アプローチを適用する．そして．最適環境政策によって汚染
が過剰に内部化されるための諸条件について検討する特に．最適税率が汚染を内部化する
程度は (i)寡占企業間の競争が短期あるいは長期なのか（企業数が外生的に所与あるいは
内生的に決定されるか）， (ii)生産費用関数および汚染排出関数が加法的に分離可能なのか
どうか， (iii) 需要関数の凹• 凸の程度，そして (iv)排出量の産出最に関する弾力性に大き
く左右されることが示される．
本稿の構成は以下のとおりである．第2節において，一般的な関数形を採用するクールノー
寡占モデルを構築し，短期および長期均衡における安定性等の諸条件を提示する．そして，
一般化されたモデルで比較静学分析を円滑に行なうための新しい手法を紹介する．第3節で
は比較静学の結果を用いて．短期および長期における最適環境政策が汚染を過剰に内部化す
るのは，如何なる需要・費用・汚染排出条件の下でなのか検討する最後に，第5節におい
て本稿の理論分析で得られた結果をまとめ．今後の研究課題を述べる．
2. モデル
同質財についての媒占市場を考える．この財の生産には環境汚染が発生するとしよう．こ
こでの基本的な枠組みは Barnett(1980)および Katsoulacosand Xepapadeas (1995, 1996) 
5)この仮定は．排出削減についての限界喪用が産出祉の水準から独立していることを意味する．
6) Lahiri and Ono (2007)では最適排出税率の導出は行なわれていない．また．彼らの分析も排出削減に
ついての限界費用が産出趾の水準から独立しているという仮定に依拠している．
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に従う．すべての企業は対称的であるとし．各企業は固定費用Fを支払って市場に参入する．
個別企業の産出量を q, 汚染排出饉をsでそれぞれ表す．以下，自然数iE {1, …, n}を各
企業のインデックスとして採用する．
産業全体の総汚染排出量をS 三 L~=lSiとすれば，環境汚染による損害は，損害関数D(S)
で表され，これはD'>0 , D"~0, およびD(0) = 0の性質を持つとする．各企業の汚染物
質の排出最は関数s= s(q,w)で与えられ， wは汚染物質の排出量を削減するための支出額な
いし努力水準を表す．この汚染排出関数sはqについて増大的で， wについては減少的であ
るとしよう．つまり• Sq三 8s/8q> 0およびSw= 8s/8w < 0とする”．さらに．その関数
は任意の wに対して凸とするが,qについては凹でも凸でもよいものとする豆明示的には．
Sww > 0およびSqq言Oを仮定する．
企業の生産技術は費用関数c= c(q,w)によって特徴づけられる．この費用関数はqおよ
びwの両方について増大的でありそれらの変数についての凸性を仮定しよう．つまり，
Cqq > 0 , Cww > 0, および CqqCwwー (cqw)> 0とする．当該の同質財の価格をpで表し．
Q=E贔Qiを総産出量とすれば，市場を清算する価格pは逆需要関数p= p(Q)によって
与えられる．この逆需要関数は右下がり，つまり p'=dp/dQ < 0とするが，本稿ではこれ
を線形には限定せず，凸ないし凹関数のどちらでもよいとする．そして．その凸性を測る指
標として.Seade (1980, 1985)に従い' € =—Qp" /p'を定義しょうこれは逆需要関数の
傾きの弾力性としても解釈可能である．
企業数がnの水準で固定されている短期において．政府と寡占企業による 2段階ゲーム
を記述する．第 l段階では．所与の企業数nの下．政府が汚染排出量単位あたり tの率で社
会的厚生を最大化するように．排出税ないし環境税を賦課する．第2段階では．各企業が税
率tおよび企業数nを所与のものとして．クールノー＝ナッシュ的に自己の利潤を最大化す
る．企業iの利潤は
'Tri = p (Q) Qi -c (qi, wi) -F -ts (qi, wi) (1) 
で与えられるまた，政府の目的関数である社会的厚生関数は消費者余剰，産業全体の総利
潤，および税収の3つの和から環境損害を差し引いたもので定義される．つまりそれは以
7)本稿では，下付文字はその変数についての偏導関数を表すことにする．すなわちSq三 82s/8q2,
Su,u, = 82s/珈12,Squ, = 82s/8q如，およぴSu,q三 82s/8w8qとする．さらに，登場する関数はすべて2回
連続微分可能であると仮定する．この仮定の下では， Sqぃ=Su,q等のようにヤングの定理が適用可能
となる．
8) Katsoulacos and Xepapadeas 0996)では．関数sのqとwの両方についての凸性が仮定されている．
本稿のここでの仮定は彼らの仮定を緩めたものである．
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下のように表わされる．
Q 
V三Jp(u)duー 文c(q,,w;) -D(S) -nF. (2) 
゜次に，長期における 3段階ゲームを定式化する．第 1段階で政府は社会的厚生 (2)を税率
tによって最大化する．第2段階においては．各企業が市場に参入するかどうか決定する．
そして，第3段階で各企業はクールノー＝ナッシュ型数量競争を行なう．
上述した多段階ゲームの均衡概念はサプゲーム完全均衡である．これを導出するために，
後方帰納法 (backwardinduction)を用いる．まずは，最終段階のクールノー＝ナッシュ均
衡を特徴づける．税率tと企業数nが与えられると，企業iは産出量 Q;および汚染排出削減
の努力水準w,を選択することで，利潤 'TCiを最大化する． したがって，利潤最大化のための
1階条件は81ri/8qi= P1Qi + p -Cq -tsq = 0および81ri/8Wi= -Cw -tsw = 0となる．第
1の条件は，企業 iの主観的な限界収入(p'qi+ p)が，限界費用(cq+ tsq)と一致するように産
出最が選択されることを意味する他方，第 2 の条件は，排出物削減の限界便益(—tsw) が
その限界費用（％）に等しくなることを表わす．そして， 2階の条件は満たされるものとする．
つまり， 821ri/8q;= P1Qi + 2p'-Cqq -tSqq < 0, 82tri/8w; = -Cww―ts匹'<0' および
(8伝/aqn・(8伝/8w;)-(821ri/8qi如） • (821ri/8wi如） >0を仮定する．
対称的なナッシュ均衡では，Qi=qおよびWi::Wがすべての iについて成立する．よって，
短期均衡条件は以下のように表される．
'Trq = p'(nq) q + p (nq) -Cq (q, w) -tsq (q, w) = 0,
和三—Cw (q, w) -tsw (q, w) = 0.
長期均衡ではさらに次式が成立する．
r三 p(nq) q -c (q,w) -F -ts (q, w) = 0.
つまり，利潤がゼロになるまで自由に企業は参入を行なうのである．
(3a) 
(3b) 
(3c) 
短期における対称的ナッシュ均衡解は上付き文字Nを使って表される．つまり，以下の
ような表現を用いることにする．
qN =評(n,t) , WN = WN (n, t) . 
これらは (3a)と(3b)を連立して解くことで得られる.Barnett (1980)および Katsoulacos
and Xepapadeas (1996)は先験的に比較静学の解が 8砂/8t< 0 < aw町8tであることを仮
定し．最適な環境政策を導出した．そして．彼らはそれぞれ独占および短期における寡占均
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衡では最適税率が環境への限界損害を下回ることを示した．この結果は，独占ないし寡占市
場の均衡生産量が完全競争均衡生産菌を下回るため，限界損害から補助金を差し引いた税率
を設定すべきであることを示唆する．彼らの比較静学に関する仮定はノーマルなケースと言
えるが，本稿では，次節以降において perverseな比較静学の結果が得られるような，一般
的な枠組みを用いて最適税率を尊出する．
Katsoulacos and Xepapadeas (1995, 1996)にならい，短期における政府の解くべき問題
を定式化する．政府は所与の企業数nの下，同質財市場におけるクールノー＝ナッシュ均衡
の結果を考慮しつつ，社会的厚生 (2)が最大となるように税率tを決定する．短期における
対称なクールノー＝ナッシュ均衡で評価された社会的厚生関数は次のようになる．
VN 三 J"•Np(u) du -nc(q凡w州ー D(ns(q凡w州）ー nF. (2') 
゜nが外生的に与えられている短期均衡では，社会的厚生関数(2')はnとtの関数で表される．
そこで，厚生最大化のための 1階条件を導くために， (2')をtで偏微分すると，
8VN 8qN 8wN 
at ―= n(p-Cq -D'Sq) 百--n(ew+D'sw)—at 
となる．そこで (3a)および (3b)から得られるp-Cq = -p1 qN + tsqと％＝ーts山を上式に
代入すれば税率の上昇が社会的厚生に及ぼす影響が次式の通り，明らかになる．
8VN I N8qN 8qN 8wN 
窟 =-pnq寄十n(t -D') (心十Swat)・ (5) 
この式の右辺第1項は寡占による過小生産と関連する．比較静学の結果がノーマルな場合，
税率の上昇により，生産がさらに過小となる．よって，この社会的厚生に及ぼすマイナスの
影需を第 1項は表わしている他方，第2項は現境汚染の緩和によるプラスの影響を表わ
す．比較静学の結果がノーマルな場合，税率の上昇は汚染排出を削減する．排出量 l単位の
削減は損害をD'だけ軽減するが，汚染排出簸が減少したことで税収は tだけ減少してしまう．
D'> tであれば，税率の上昇は経済厚生を改善させる効果を持つことになる．
需要の価格弾力性を'l/= -p/ (p'Q) > 0と定義する．そして， (5)をゼロに設定し，それ
をtについて解けば，短期均衡における最適税率が以下のとおり導かれる．
IN紐:
伊=D'+ P q at = D' 
PN 8qN --―・ Sq筈 +sw喀 n18sN (6) 
ただし， 8砂/8sN= (8q町8t)/ (8sN /8t)とする．よって，伊>D'が成立するのは
tN-D'= (-p町(n11))・(8q町8s州>0が成立するときかつそのときに限る．つまり，
8介/8訊 <0が最適税率が限界損害を上回るための必要十分条件である．短期均衡におい
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て， qとsの値が負の相関関係を持つ，つまり，税率の上昇が産出量を増加させ，謀占によ
る過小生産を解消すると同時に，汚染物質の排出凪を減少させる場合，限界損害を上回る課
税が最適となるのである．これまでの結果を次の補題に整理しておく．
補題1企業数が固定された短期におけるクールノー＝ナッシュ均衡に対して，最適排出税率
tNはtN夏D'⇔ 8砂/8sN勇の性質を有する．
Barnett (1980)および Katsoulacosand Xepapadeas (1996)で先験的に置かれた
8q町8t<0<8w町8tの仮定の下では8評/8sN> 0が常に成立する．つまり，最適税率は
限界損害を下回ること (under-internalization)になる． しかしながら，次節以降では over-
internalization, つまり， び>D'が如何なる状況の下で成立するのかを検討する．
長期均衡では，ゼロ利潤条件 (3c)が成立し，企業数nが内生的に税率tの関数として決
定される．これを nN(t)で表せば，自由参入を伴う長期におけるクールノー＝ナッシュ均衡は
qf三 qN(砂(t),t), wf三 WN(詑(t)'t)
で与えられる． さらに，長期均衡解で評価された社会的厚生関数は VeN三 VN(nN (t), t)と
表現される．これが長期における 3段階ゲームにおける政府の目的関数である．よって，長
期均衡における厚生最大化のための 1階条件は
av: avN avN anN 
＝＋ーat at an at =0 (8) 
と書ける．長期においては，税率の上昇は寡占企業の利潤に影棚を与え，参入・退出を誘発
する．そして，企業数の変化を通して社会的厚生に影需を及ぼすことになる．あるいは，社
会的厚生関数 (2')を税率tで偏微分すると，次式が導かれる．
誓=nN { (p-c, -D'Sq) 誓— (c,,,+ D'Bw)誓}+ (p硲ーc-D's-F)誓
そこで (3a), (3b), および (3c)の各々から得られる p-Cq= -p'qダ十tsq,Cw= —ts山，ぉょ
びpqダー c-F= tsを(9)に代入すると，長期均衡における社会的厚生が税率の上昇により
如何なる影需を受けるのかについて，
誓＝ーp'nq~誓+(t -D') { n (sq誓+sw誓） +s誓｝ (9) 
が成立する．ノーマルな比較静学の結果の下では， (9)の右辺第 1項が寡占による過小生産
に及ぼすマイナスの影響，第2項が環境汚染の緩和によるプラスの影響を示している． した
がって， (9)をゼロに設定し，それを tについて解けば，長期均衡における最適税率が次式
で求められる．
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が=D'+ p'qf筈 =D' p 8qf 
Sq寄+Sw!!_話+(s/n)雫 --― 1 asf・ (10) 
ただし， 8硲/8$ダ三 (8q釣Jat)J (8$グ／祝）と定義する．これより，tダ>D'が成立するのは，
tダー D'=(-p/TJ)·(8qダ/8S~) > 0のときかつそのときに限る．すなわち 8qダ/8$ダ<0
が over-internalizationのための必要十分条件として導かれる．よって，短期均衡の分析と
同様に，次の補題において長期均衡の分析結果をまとめておく．
補題2企業数が自由参入によるゼロ利潤条件によって内生的に決定する長期均衡において，
最適排出税率はが言 D'⇔ 8硲/8$ダ言Oの性質を有する．
短期均衡分析の結果，つまり，補題lとは若干異なるが，長期均衡においても最適税率が
限界損害を上回るためには， qとsの間に負の相関があることを要求する結果になっている．
しかし，税率tの上昇が個別企業の産出抵qを増加（寡占による過小生産を解消）させる場合，
既存企業の退出を誘発することになるりこれにより，産出量の拡大が各企業の汚染排出量
sの増大につながっても，産業全体の総汚染排出量S三nsが縮小するケースが存在する．
比較静学分析の準備
次節において， (6)および (10)で禅かれた最適環境税が環境汚染による損害を過剰に内
部化するのは如何なる状況においてなのか，比較静学分析を完結させる必要がある．その準
備として，比較静学の符号を決定するための諸概念について既存の研究と本稿での新しい手
法を提示する．
まず，産業組織論の文献では，媒占市場における比較静学の結果は，プレイヤー間の戦略
変数に関する性質つまり， Bulowet al. (1985)によって導入された戦略的代替 (strategic
substitutes)あるいは補完 (complements)の概念10)に大きく依存することが知られている．
以下では，この戦略的代替・補完性の指標a, そして利潤最大化のための2階の条件{3< 0 
を定義する．
a= p"q + p'言0, /3 = p1q + 2p1 -Cqq - tSqq < 0. (11) 
経済学的には， aが負（あるいは正）であれば，各企業の限界利潤がその企業を除く，他企
9)これは後ほど登場する business-stealingeffect, つまり新規企業の参入が企業あたりの産出批を減少
させる（既存企業のビジネスを奪う）効果と関連する．
10) Seade (1980, 1985)のノーマルなケースが戦略的代替性に対応しているこれらの職論の詳細について
は,Dixit (1986)を参照のこと．
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業の産出据の総和に関して減少（あるいは増加）することを示している．そして，各企業の
反応曲線が右下がり（あるいは右上がり）となることを意味する．
さらに，本稿での比較静学分析では，汚染排出削減活動を行なう募占企業に対する課税お
よびそれらの参入を対象にしているので，均衡条件 (3a)を偏微分した，次の 2つの項につ
いて注目する．
'lrqw =8四/8w= -Cqw — tSqw,'lrqn 三 8匹／珈 =aq. (12) 
まず，知の符号パターンについて， 7r匹言O⇔ Cqw +ts匹夏 Oが成立する．関数c(q,w)
とs(q,w)が産出罷qと汚染排出削減の支出額（ないし努力水準） wについて加法的に分離可
能であるとすれば産出最に関する限界費用 Cq+ tsqが排出削減活動への支出額に影響を受
けなくなり，項匹w(=和q)はゼロとなる．この仮定は分析の簡単化のため，既存研究にお
いては頻繁に設定されている．本稿では，この仮定が成立しない状況をも考察する．
次に重要となるのが叫nの符号である．そこで， 叫n~0 ⇔ a言Oという関係が得ら
れる．産業組織論や反トラスト政策の文献では， 叫n= aq < 0が成立するとき， business-
stealing effectが観察されることが知られている．つまり，企業の新規参入があると，企業
数が増加し，既存企業の産出批を減少させる効果である．この状況は戦略的代替の関係と密
接に関連している．弾ガ性パラメータ c 三—Qp"/p'を使って，叫n= (-p'q) (E/n -1)のよう
に表現すると，戦略的代替性ないし business-stealingeffectが成立するための条件は E<n
と表される．このような状況が成立するためには，需要はあまりにも凹となってはならない．
さらに，比較静学分析を行なうには，均衡の安定性条件を特定する必要がある．短期にお
けるクールノー寡占について， Seade(1980, 1985)はかなり緩い条件のもとで安定性条件
を提示している叫そして，それは次のような条件で表される．
叫q=8四/8q= p"nq + {1 + n) p'-Cqq -tsqqく 0. (13) 
もちろん本稿のモデルに即して上の条件は修正されている．さらに彼は需要曲線に対する限
界費用曲線の相対的な傾きを K,= 1 -(cqq + tSqq) /p'> 012)と定義し，上の条件を f<n+K
の形で表現している． しかしながら，彼のモデルには環境汚染が組み込まれてなく，したがっ
11)雰占市場理論における均衡の安定性条件についてはDixit(1986)が詳しい．彼によるサーベイでは．
a<Oがその他の安定性条件として紹介されている．そして．これは戦略的代替性の条件と一致する．
しかし.Seade (1980. 1985)による安定性条件は戦略的補完性．すなわち, a>Oのケースにおいて
も両立可能となることが容易に示される．
12) Seade (1980, 1985)において,Cq + tSq > p1もまた安定性条件の 1つを構成することが示されている．
これは生産に関する限界費用曲線が右下がりであっても．揺要曲線がその上から交差することを意味する．
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て，企業の戦略変数として汚染排出簸削減のための努力水準 wが考慮されていない．補論
A.Iでは，短期におけるクールノー＝ナッシュ均衡の安定性が，叫qく0,和w。<0, それか
らH 三匹q和 wー1rqw和 q>Oによって与えられることが示されている13).
本稿では一般的な関数形での分析を円滑にするための新しい手法が用いられる．図 1-a 
において．横軸に排出削減活動の努力水準 wを，縦軸には産出最sをとる．そして， 3つ
の (w.q)平面において，短期均衡の条件式匹 =0および1rw= 0を満たすwとqの軌跡
をそれぞれ描く．これらの交点Nが対称的なクールノー＝ナッシュ均衡解である．これら
2つの軌跡が持つ傾きはそれぞれ，
翫.=•=ーミ＝祁， 叫 ＝ーニdw ='Y ” 和 =0 1rwq (14) 
で表される．これらの軌跡が右下がりで描かれるのか，あるいは右上がりになるのかに着目
し，以下の概念を定義する 14).
定義17r匹が正（あるいは負）の符号を持つときかつそのときに限り qとwは代替
substitutes (あるいは補完complements)の関係にある．
祁は，企業の汚染削減活動への支出額wが外生的に 1単位増加したときに，利潤最大化
産出最qがどれくらいの率で調整されるのかを表す．他方， 'Ywの逆数は，企業の産出量q
が外生的に 1単位増加したときに，汚染排出削減活動への利潤最大化支出額wがどれくら
いの率で調整されるのかを表す．以下では，これらの調整係数を単に代替率と呼ぶことにす
る．そして， qとwが代替（あるいは補完）的な場合，これらの代替率はともに負（あるい
は正）となることに注意しておく．そこで，安定性の条件として次の関係が成立する 15)_
H 三 'lrq和”―叫w和 q>O ⇔ げul> l'Yql・ (15) 
つまり，短期均衡の安定性は2つの代替率祁および,wの絶対値に大きく左右される．
こんどは，図 l-aの (w,q)平面において等排出醤曲線 Oso-emissioncurve)を描く．
また無数に存在する等排出量曲線は左上のものほどより大きな排出量sに対応する．そこで，
一定の排出醤 5に対し，軌跡s(q,w) = sを描いた場合，その傾きは次のように表現される
7• =皇1.,-o=—乞 >0. (16) 
13)条件 1Twwく0は生産喪用関数およぴ汚染生成関数についての仮定．つまり. Cuゅ >0およぴBww> 0 
によって成立することが保証される．
14) Bulow et al (1985)によって導入された戦略的代替性（ないし補完性）の概念とは異なることに留意され
たい．
15) (14)を用いると．安定性の条件は H= (1rqq)2 (や＇一 "Yq)"Yq > 0と変形される．
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図1-a: 代替的な場合の Business-StealingEffect 
ただし， Swく 0とSq>0の仮定から，その傾きは正となることを示した．代替率祁およ
びやと同様に， 'Ywは企業の汚染削減活動への支出額wが外生的に 1単位増加したときに，
汚染排出量sを一定に保つにはどれくらいの産出量が代替されるのかを表す．ナッシュ均
衡Nにおける排出簸翌と同じ水準の排出籠をもたらすqとwの軌跡は．図 l-aの破線
s=sNで描かれている．
本稿ではさらに，排出最の産出祗についての弾力性をμ=QSq/S > 0によって定義される．
つまり，産出量が1%変化すると，汚染排出醤はμ%変化することを意味する指標である．
この弾力性を使って汚染財産業を分類する．つまり， μ>lの性質を持つ産業は産出量に対
して弾力的な汚染排出を行なうのに対し， μ<lの性質を持つ産業は非弾力的な汚染物質の
排出を行なうことになる. Lee (1999), Katsoulacos and Xepapadeas (1995)等多くの既存
研究では，汚染生成関数s(q, w)は産出量qについて線形であると仮定されてきた．そして，
この線形性の仮定は µ=l を意味する．本稿では µ~1 を許容し，既存研究とは異なる結果
および政策的含意が導かれることを次節で提示する．
3. 比較静学分析と最適環境政策
この節では比較静学分析を行なうにあたり， (I)7f'qw (= 7f'wq) = 0および (II)1rqw(=叩山q)#0 
の2つの場合を別々に扱う．ケース (I)は費用関数と汚染物質生成関数が共に加法的に分
離可能 (additivelyseparable)なケース，つまり Cqw= Sqw = 0のときに実現する．これは
既存研究で多く仮定されており，本稿の一般的な分析のベンチマークとして扱う．ケース(II)
は既存研究では厳密な比較静学分析が存在せず，さらに， (a)1t"qwく 0および (b)1f'qw > 0 
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の2つに分類して分析結果を導く．これらの一般的な分析には， "Yq' "Yw' および"Ysの3つ
の代替率を使った手法が有効に作用することが分かる．
3. 1 短期均衡における比較静学と最適税率の特徴
まずは．短期均衡についての比較静学分析から始める．補論A.lにおいて．短期均衡条件
(3a)および (3b)の全微分と比較静学の解が那かれている．そして，その結果は次のように
まとめられる．
虻＝和wSq→qwSw 竺＝叫qSw-1r凸竺＝―7r四叫n 竺＝和q叫n・(17)
祝 H'8t H'8n H'8n H 
税率の上昇と企業の新規参入が総排出最に与える効果は s= s(q,w)およびS三 ns(q, w)を
tとnで偏微分することで次のように表現される．
8sN 8qN 8wN 88N 8sN 
万=Sq万「十Sw万「＇寄 =n加' (18a) 
{)sN {)qN OWN asN asN 
盃=Sq百「十Sw万;;-, 孟=s+n百~- (18b) 
比較静学の解 (17)を(18a)および (18b)に代入することによって，排出量に関する比較
静学の解を利潤関数7Cおよび排出物生成関数sの性質によって特徴づけることは可能であ
る． しかし，これらの関数の偏微分係数だけでは有益な情報を得ることは難しく，特にケー
ス (II)では．結果の直感的な解釈を与えるには不十分である．以下では， (14)と(16)で
導入した代替率の概念を使って， (17),(18a)および (18b)で表現された結果の変換を行なっ
ていく．
3. 1 . 1ペンチマーク：加法的に分離可能な場合 (1rqw= 0) 
ケース (I)において，つまり生産費用および汚染生成の両関数が産出蓋と排出削減努力
水準について加法的に分離可能である場合， 1rqw= 0が成立するので， H=匹q1rww> 0と
なる． さらに，比較静学の結果は次のように縮約される．
8砂 Sq 8wN Sw 
百-=云<0, 寄＝云； >0, 
8qN 叫n
―=--8n 叫q'
8wN 
ー＝
8n 
0. (17') 
この結果を (18)および (17')に代入すれば税率の上昇が総排出抵に及ぼす影響が以下で
表される．
88N 8sN 8s (sq)2 (sw)2 
— =n— <0, —=—+— <0. 
8t 8t 8t'lrqq 和 1W
(18a') 
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この単純なケースでは，政府は税率を上げることで，常に環境汚染を軽減することができる．
他方，新規企業の参入が及ぼす影響については次のようになる．
~=sN(1-nµ え）夏O ⇔ 和qn言そ・ (18b') 
business-stealing effectが存在する場合， 1T'qnく 0となりかつこの項の絶対値が大きい場合，
戦略的代替性が強いことを意味する．このとき，新規企業の参入は個別企業を産出量の大幅
に減少させ，個別企業の排出批も大幅に減少することになる． よって，汚染排出を行なう企
業が新たに参入しても，産業全体の総排出量は縮小することになる．今度は逆に,business-
augumenting effectが存在する場合， 1T'qn> 0が成立し，新規企業の参入は個別企業の産出
醤の拡大を誘発し，個別企業の排出量は増加する． したがって，産業全体の排出量は拡大す
るのである．
補論A.3では，需要および供給条件に換算して，参入の総排出最に及ぼす効果が検討され
ている．そこでの結果をまとめると，次の補題が得られる．
補題3汚染排出の産出最弾力性をμ三qsq/s> 0で定義する．産出掘に対して弾力的な排出
量(μ>1) を持つ産業では， as町8n 夏 O ⇔€夏 n-Kj (μ-1)の関係が成立する．逆に，非
弾力的な排出批(μ く 1) を持つ産業では，安定性の条件f<n+K を満足する任意の€に対し
て，新規企業の参入は産業全体の総汚染排出批を拡大させる．
これで短期における最適環境政策の性質を要約する準備が整った．補題 lによる
と，最適課税が環境汚染の内部化を過小に行なう (under-internalized)か，それとも
過大に行なう (over-internalized)かは， 8qN/8訊の項の符号に依存する．そこで，
8砂/8sN= (8q町れ）/ (asN /8t)の関係から，この符号は
8qN 1rwwSq 
ー＝8sN 2 2 >0 和 w(sq) +叫q(sw) (19) 
となる． したがって， tNく D'が常に成立する．すなわち，短期均衡における最適税率は
限界環境損害を下回る.Barnett (1980)の独占のケースや Katsoulacosand Xepapadeas 
(1996)の企業数が固定された短期の寡占モデルと同様に，本稿でも過小な内部化の結果が
確認される．
3. 1.2一般的なケース (1rqw;/= 0) 
ここでは．叫w#0の場合．如何なる条件の下で内部化が過大に行なわれるのか検討する．
前節で導入された代替率1を用いて，分析を円滑化させる．すなわち， (14)および (16)の
代替率に換算して，短期均衡における比較静学の解は次のように表現される．
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8qN 'Yq (やー "fs) 8WN "fqー "(8
万=Sq叫q H' 宕=Sq叫q H . (17") 
これをさらに (a)代替的なケース（つまり， 'lrqwく0)と(b)補完的なケース（つまり，
匹w< 0)とに分けて議論する．ケース (a)では qとwは代替的であり，安定性の条件 (15)
を使うと．やく'Yq< 0が成立する． したがって，ケース (a)では8qN/8t < 0 < 8wN /8t 
というノーマルな比較静学の結果が得られる． しかしながら，ケース (b)では， qとwは
補完的であるため． や >'Yq> 0となる．よって．以下のような符号パターンが禅かれる．
8qN < ―=0 ⇔ 1 w> ＝ s 祝> <'Y, 8wN at < ~o • 祁夏 'Ys• (20) 
これよりケース (b)はさらに (i)"Ys > "Yw > "Yq > 0,(i) "Yw > "Ys >祁>0, そして (ii)
ゃ>"Yq > "Ys > 0の3つのケースに分けて議論される．ケース (i)では， 8qN /8t > 0およ
びaw町祝>0となる．ケース(i)に対しては，8q町8t<0<8w町れが成立する．ケース(ii)
では， 8q町at<oおよびaw町8t< 0が得られる． しかしながら， 8qN/8t > 0 > 8wN /8t 
という結果が成立することはない． というのは，これが成立するには"Yq> "Ys > "Yw > 0が
必要になるが，このような状況は安定性条件 (15)の中のl"Ywl> l"Yqlによって排除されるか
らである．
新規企業の参入の効果を考察する. (17)から， (8qN/8n) / (awN /8n) = -1rww/1rwq =や’
が成立するのに注目しよう.business-stealing effectが存在するならば， 8qN/8n < 0となり，
珈町8n>0が代替的なケース，つまりや <0のときに成立する他方，補完的なケース，
すなわちゃ >0では， 8wN/8n < 0が成立する.business-augumenting effectが存在する
ときは，これまでとは逆の符号パターンが得られるこんどは，税率の上昇が総排出証に及
ぽす影響を明らかにする．これには (17')を(18a)に代入すればよい．つまり，
88N 8sN 8sN 2 ("Ywー "Yq)"Yq + ("Ysー "Yq)2
—, ... =n―
at 祝 < 0, 一at ＝匹q(sq) 
< 0. (21) 
ただし， H= (1rq)2 (や一祁）"Yq >〇および，これと同値な ("Yw一"Yq)"Yq > 0が最後の不等
号において用いられている したがって，排出税率の上昇は qとwが代替および補完的な
場合の両方において，総排出懺を減少させる．
次に，新規企業の参入が汚染排出量に与える効果を明らかにする．企業あたりの汚染排
出量sが参入によりどのような影響を受けるかは図 lの3つのパネルを使って例解される．
個別産出最qと排出削減の努力水準wが代替的な場合が図 1-aに描かれている.business-
stealing effectが存在すると，新規企業の参入により，右下がりの軌跡'Trq= 0は下方にシフ
トする．これより，クールノー＝ナッシュ均衡点はNから N'に移動する．新しい均衡点N'
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は当初の等排出量曲線S=SNの右下に位置するので，企業あたりの排出量は新規企業の参
入により減少することが分かる．逆に， qとwが補完的な場合，当初の均衡点Nにおいて
や（つまり，和 =0の傾き）よりも 'Ys(つまり， s=sNの傾き）のほうが大きければ，企業
あたりの排出量が参入によって増加する状況が図1-b(i)において描かれている．図 1-b(ii) 
にはや >'Ysのケースが描かれており，補完的な場合でも企業あたりの汚染排出抵が減少し
てしまう状況が存在することが判明した．
?
冗w=O
S=S 
N 
／、冗q=O
qN 1-----------N 
N' 
q I~./ Nゾ
-~· 
/ I ＇ 
＇ ＇ ＇ 
w N' ? w 
図1-b (;) : 補完的でv'>v・の場合の Business-StealingEffect 
?
s=sN 冗 =0
ヽ
/ q 
N'N w w w 
図1-b (i) : 補完的でy•<ywの場合の Business-Stealing Effect 
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産業全体の総排出量S::nsへの影蓉を検討する. (17)の後半の2つの式を (18b)に代入
し， (14)と(16)で定義された代替率を使って変形すると，新規企業の参入．すなわち企業
数の増加による効果が次式で与えられる．
竺 =SN(1-nμ 手） ~o >rl'叫q - • 
珈 q'Trqq く⇔ 'Trqnr乏―――, r三nμ-yw一”・(22) 
ケース(I)において導かれた(18b')と比べると，rの符号が重要であることが分かる．そこで，
この符号について検討するために，短期における安定性のための条件げ01> l1qlの下で，次
の (a)"/8 > 0 > -yq >ャ， (b-i)"/8 >や＞祁>0, (b-i)や>"18 >'Yq > 0'そして (b-ii) 
ゃ>"fq > "/8 > 0の4つのケースに分ける．ケース (a)において， f>lとなる．ケース (b
-i)では， f<Oとなる．ケース (b-i)において， O<r<lが成立する．ケース (b-ii) 
では， f>lとなる． したがって， (22)の中のrはケース (a). (b-ii), および (b-ii)に
おいて正，ケース (b-i)においてのみ負となることが判明したので，以下の関係が成立する．
り言O ⇔ ~qn{: }~ 塁{if,・:t:.:・>゜} (22') 
よって， business-augumentingeffectが存在する場合すなわち'Trqn> 0であっても，そ
の項の絶対値が十分に小さければ as町8n< 0というperverseな結果がケース (b-i) : 
"18 >や＞祁 >0のとき，すなわち qとwに弱い補完性がある場合に成立する．これで企
業数が固定された短期均衡における最適税率が環境汚染を過剰に内部化するのかどうか，明
らかにする準備が整った. Or). (21). および8q町8sN三 (8q町祝）/ (8sN /8t)を用いると，
次の関係が得られる．
a評 1 (やー 'YB)'Yq く
=O ⇔” > s ー＝一a訊 Sq1-,w _,a¥ -.a 1 1-,s -・ 足＞ T 乏'Y. (23) 
既に8翌/8t< 0が常に成立することを示したので.a砂/8翌の符号は8砂/8tの符号と逆
になる．ゆえに．次の命題が瑯かれる．
命題1企業数が固定されたクールノー寡占市場の短期均衡において，社会的に最適な税率
びはtN夏D'⇔ヤ夏'Ysの関係によって特徴づけられる．
個別産出量qと汚染排出削減の努力水準 wが代替的なケースでは'Ywく0であり他
方，ヂ >0が成立するので最適税率は限界損害を下回ることになる． したがって， over-
internalizationの結果が導かれるには， qとwとの補完性が十分に強いものでなければなら
ない．
122 
クールノー媒占市場における環境政策分析の一般化（菅田） 223 
3.2長期均衡における比較静学と最適税率の特徴
ここでは長期均衡についての比較静学分析を行なう．長期均衡では．企業の自由参入と退
出により，すべての利潤はゼロになる．これにより．企業数nが税率tの関数として内生的
に決定される．混雑を避けるために'qダ， Wダ， nN等の長期におけるクールノー＝ナッシュ
均衡を表す下付き文字 (e)および上付き文字 (N)を省略する．補論A.2において, (3a)か
ら(3c)で与えられる長期均衡条件を全微分し．比較静学の解を導出している．また，これ
らの解の符号を求めるために長期均衡の安定性のための条件が導出されている． したがっ
て，長期均衡についての比較静学の結果は
8q 1 玩=]((和uSqー 庄Sw)P1 q2 -'lrww匹ns)'
8w 1 
8t J - = -((f3sw -1rw砂q)p'q2十和q叫ns)'
8n 1 
8t J 
- = -((1r匹 Sw-'lrwwSq) (n -1) p'q + Hs) 
で与えられるただし，長期均衡の安定性条件は以下のとおりである．
J = {!3和 w-(7rqw)2} p'q2 < 0 ⇔ 9く叫q'Yq/'Yw・
(24a) 
(24b) 
(24c) 
(25) 
以下では，短期均衡の分析と同様に，ケース (I)と(II)に分けて，これらの比較静学の解
が考察される． しかし，長期均衡において， (24c)で示されるように，企業の参入・退出に
及ぼす排出税の効果が存在するため，排出税の総排出量に与える影響は短期均衡のものより
も大きく異なる．これを理解するために， S= ns(q,w)をtに関して偏微分すると，次式を
得る．
as aq aw an 
-=ns —+nsw—+s— at q at at 祝・
(26) 
本稿における一般的な需要関数の下では，排出税の上昇が個別企業の利潤を高める状況をも
たらし，企業の新規参入を誘発する場合がある．これは (26)の右辺の第3項が正の符号を
持つことを意味し，これが支配的であれば，この汚染を排出する新規企業の追加が，産業全
体の総排出醤の増大という結果となるのである．
既存研究において長期均衡における雰占市場の分析は非常に少なく， Lee(1999)およ
び Requate(2006)のみが一般的な需要関数の下で最適環境政策を特徴づけている． しか
し，これらの研究は企業による汚染排出削減活動を捨象している．他方， Katsoulacosand 
Xepapadeas (1995, 1996)はこの排出削減活動を明示的に考慮し，最適税率を導出している
が，分析の簡略化のために線形の需要関数に依存している．本稿や Sugeta(2008)において，
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排出醤の産出撒に対する弾力性のパラメータμ三qsq/s> 0が最適環境政策のインプリケー
ションに対して重要な役割を持つことを指摘している．既存研究の多くが弾力性パラメータ
をμ=1に特定したモデルになっており，本稿において得られる結果の多くを見落としてい
る．また，排出削減活動を捨象した Sugeta(2008)の分析がどこまで妥当なのか，次の部分
節以降で検討する．
3. 2. 1ベンチマーク：加法的に分離可能な場合 ('lrqw= 0) 
ケース (I)において．弾力性のパラメータμ=qsq/s > 0が果たす役割を明らかにするた
めに．まず，加法的に分離可能な叫w=Oの場合から分析する．これはSugeta(2008)にお
いて考察されるモデルに．寡占企業による汚染削減活動を導入したものと対応している．こ
のとき J= 1rwwf3p'q2 < 0となるので，長期均衡における比較静学の結果は以下で表される．
8q p'qμ-'lrqn 8w Sw 8n 匹qー (n-l)p'μ 
-=s ー＝一 >0, — =s at 13p1 q2'at 祝＾．＾
(24') 
'lrw 
これに四n= (-p'q) (€/n -1)と叫q= (-p') (f -nー K-)を代入し./3 < 0に注意すると，個
別産出撒と企業数に及ぼす効果が以下の関係で明らかになる．
{}q€1 —€ く＞
-=s =0 {}t —珈q> ⇔ f = fl, ＜ 
8n€ 一 €2 < < 
-=s =0 ⇔ 
at -f3q2 > 
€ =€2. ＞ (27) 
ただし， €1= -n(µ-1) および €2= K+ 1 -(n -1) (μ-1)と定義される．ここで
€2 -€1 = l'i, +μ> 0 が常に成立するため，安定性のための条件€く K+n を満たす€ のど
の値をとってきても， 8q/8t> 0および8n/8t> 0のような perverseな効果は同時には得
られない.Lee 0999)や Requate(2006)の結果を本稿のモデルの特別なケースとして禅
くには， μ=1に設定すればよい． したがって， €1 = 0 および €2 = K+ 1 > 0が言えるので，
逆需要関数が凹であれば， 8q/8t> 0となる．他方，非常に凸性が強い逆需要関数に対して，
8n/8t > 0が成立する．以上の結果は， Sugeta(2008)において得られたものと同一である．
次に， (24')と(27)を(26)に代入すると，排出税の上昇が産業全体の総排出量に及ぽす影
響が次式で明確にされる．
as s2 (sw) 
-=—((µ- 1) (€1 -f) -K -μ) + n — (26') 
at -f3q2 'lrw 
Sugeta (2008)において尊かれた式は右辺の最後の項をゼロにセットしたものである．そこ
で (26')から，以下の関係が瑯かれる．
as< <叫3-= at > 0 ⇔ (μ-1} (e1 —e) > K+µ+-—げ）2凪1rww (28) 
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既存研究で得られた結果は μ=1と置くことで確認できる．つまり，排出物生成関数sの特
定化に対し，単純な線形を選んでしまうと， 8S/8t< Oが常に成立することになる．
これまでの考察をもとに，補題2を用いれば，最適環境政策の特徴が明らかになる．その
ためには，短期均衡の分析と同様に，次式を計算する．
8q q€1 -€ 
-=一as s (μ-1) c e1 -e) -Yi, -μ —芝（ザµ2. (29) 
これが負の符号を持つならば，最適な排出税率は限界環境損害を上回ることになる. Lee 
(1999)およびRequate(2006)の既存研究では， μ=1なので， q 三ーn(μ-1)= 0となり，
次の関係が成立する．
8q q 
-=一as s Yi,+ 1 +是(-yヂμ2<0 ⇔ € < 0. (29') 
よって， 8q/8S< 0のための条件は，逆需要関数が狭義凹となることである．今，線形の
需要関数を仮定すると，最適税率は限界環境損害と等しい，つまり伝統的ピグー税が最適環
境政策となる． しかしながら，本稿の一般的なモデルでは，加法的に分離可能な関数を想定
しても，彼らの結果は大きく修正される．これについて，補論A.4において詳細な議論が行
なわれ，以下の命題が証明される．
命題2自由参入によるゼロ利澗条件 (3c)から企業数が内生的に決定されるクールノー寡占
市場の長期均衡において，生産費用関数および排出物生成関数が産出量と汚染削減の努力水
準について加法的に分離可能であると仮定する．このとき，社会的に最適な税率tグは以下
の2つのケースにおいて限界現境損害を上回る. (i)産出量に対し弾力的な排出量を持つ産
業(μ>1) に対して，需要パラメータ c が €1-(K,+μ 十丑:げ)2μ2) / (μ-1) < f <€1 を
満たす（逆需要関数が十分に凹で，極端には凹でない）. (i)非弾力的な排出量を持つ産業
(μ> 1) に対して，需要パラメータ€が f >€1 + (K+μ 十丑:げ)2μ2) I (1-μ) <十分に
凸である）または f<€1 を満たす（逆需要関数が凹または適度に凸である）．
3.2.2一般的なケース (1r匹 Io)
ケース (II)では， 1rqwIoを仮定する. (14)および(16)で定義された代替率を使って(24)
を表現すると，以下のようになる．
8q ('Ys -'Yw) p'μ+aや
8t 
-=-sq叫q'Yq
J (24a") 
如（約s_叫q'Yq)p'μ+a叫q'Yq
-=-sq 
8t J (24b") 
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8n q叫qげーや）+(n―1) (やー "(8)p'μ • at =-s匹q'Y (24c") 
この一般的な解において，まず，税率の上昇の結果，個別産出最が如何なる条件の下で増大
するのか検討する．これについて，補論A.5では，次の補題が証明される．
補題4自由参入が行なわれるクールノー寡占市場の長期均衡において，排出税の変化が個
別産出量に及ぼす影響は以下のように表現される．
靡言 O ⇔€言<3三 n+ nµ7• ;w'Yw . 
補題 4 の €3 が負の値をとる場合. 8q/祝 <0は成立しやすい．短期均衡の分析で分類し
たケース (a), (b-ii), および (b-ii) において， €3 < 0は得られやすくなる他方．ケー
ス (b-i) においては €3 は正の値を常にとりしかも安定性の条件の 1 つである， e<n+K
において， € の上限 n+K を €3 が上回ることも可能である． この場合， 8q/8t> 0という
perverseな結果が得られる．
次に．産業全体の総排出量S三 nsが税率の上昇の結果，如何なる条件の下で増大するの
か検討する. 'lrqw / 0の場合， (24")を(26)に代入すれば，次式が得られる．
誓=~{四qq祁 (-p亨＋（ヤー 'Ys)6) + {3p'面（ゲ＋因）勺（やー'Yq)}, (26") 
ただし， 8 = n (p'μ-a) -(n -1) p'とする．ここで，諸々の仮定から，大括弧の中の
最後の2項はともに正であるが，第 1項は負の値をとる可能性がある． したがって，
8S/れは状況に応じて如何なる符号であってもよい．そこで 8S/8t> 0となるための必
要条件は， (26")の右辺の大括弧の第 1項が負の符号を持つというものである．つまり，
'Yq (-p'叫げ＋（やー"f8)8) > 0がその必要条件となる．そこで，補論A.6における議論から，
以下の補題が導かれるのである．
補題5自由参入が行なわれるクールノー媒占の長期均衡において．排出税の変化が産業全体
の総排出批に与える効果は以下のように特徴づけられる. (a)'Y山 <0または 7w> "fS > Q 
の場合, 8S/祝 >0のための必要条件は次の不等式で与えられる．
f < f4三 n-1 -n (μ-1) -nμ 
"fS 
"fS _ "fW• 
(b) 0く7w< 7sの場合, 8S/8t > 0のための必要条件は f> f4で与えられる．
これで長期均衡における最適税率の性質を明らかにする準備が整った．補題2の中の
126 
クールノー媒占市場における現境政策分析の一般化（菅田） 227 
式で上・下付き文字を除外し，これを適用する．そのために, (24a")および (26")から
8q/8S三 (8q/8t)I (8S/祝）を求めると，次のようになる．
8q q 叫q"'(q(-ysー や')p'μ+aヤ）
-=--as sμ1rqq'Yq (-p'nμ-ys + (-yw —-ys) 6) + n{3p'μ2 (-ys)2 + {7rqq)2'Yq (-yw一-yq). (30) 
そこで，如何なる状況の下で8q/8Sの符号が負になるのかを検討する．これが成立するた
めの十分条件は 'lrq"'/q(-ys _ -yw) p'μ+ a-yw) > 0および匹q"'/q(-p'nμ-ys + (-yw --ys) 8) > 0 
である最初の条件は 8q/8t> 0となるための条件と同値である．他方. 2番目の条件は
8S/8t < 0となるための十分条件である．補論A.7において．これら 2つの十分条件を詳細
に吟味する．そして，それらを需要条件等に換算して表現し. 2組の十分条件として分析結
果を以下の命題にまとめる．
命題3一般的な費用関数および排出物生成関数を特徴とする自由参入クールノー寡占市場
の長期均衡において，社会的に最適な排出税率tダが限界環境損害を上回るのは，以下の
条件のいずれかが成立するときである. (a)'Yw >'Ys > 0 および f3 く€ く f4あるいは (b)
"(S >や>0'μ> 1, f < f4. ただし， f3およびqはそれぞれ補題4と5で定義される．
4. おわりに
本稿では，短期および長期のクールノー媒占モデルにおける最適環境政策をそれぞれに
対して導出した16). そして，環境汚染の内部化が過剰に行なわれる，つまり最適排出税率
が伝統的ピグー税の水準（あるいは限界環境損害）から乖離するための条件を明らかにした．
まず，企業数が固定されている短期モデルと，企業数が自由参入によるゼロ利潤によって決
定される長期，つまり内生的市場構造を有する長期モデルとでは，最適税率の性質が異なる
ことを示した．短期において，産出量に関する限界黄用が排出削減活動の努力水準に依存す
る場合にのみ，汚染の内部化が過剰となるケースが存在することを明らかにした（命題 1).
さらに長期では，産出量に関する限界費用が排出削減活動の努力水準に依存する場合とそれ
から独立している場合とで最適税率が限界損害を上回るための条件が大きく異なる（命題
2および3).汚染の内部化が過剰となるかどうかは，需要関数の凸性を測るパラメータお
16)本稿では．一般的な関数形を用いて暗黙的に解かれた解の下での最適環榜税が議論された． しかし，菅
田 (2008)においては需要・既用・汚染排出関数を特定化し．明示的な均衡解を用いて本稿の議論を再
考する．そこでは本稿の一般的なモデルでは明示的に扱われなかった過剰参入定理を用いて，長期均衡
における最適環境税の特徴が記述される．
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よび産出証に対する排出儘の弾力性パラメータに決定的に依存する．つまり，これら 2つの
パラメータについて正確な情報を入手しなければ正しい環境政策の実施は難しいと言える．
この情報上の制約が過大なものとなれば，政府は排出税率を単純に限界環境損害と同じ水
準に設定する，つまり伝統的なピグー税による環境政策の施行が正当化されるm_ もちろん，
伝統的ピグー税だけでは社会的厚生を最大化できない．雰占企業の行動を規制するような反
トラスト政策ないし競争政策との併用によって追加的な厚生の改善が必要である．すでに環
境政策と反トラスト政策が如何に社会的厚生を改善するのか，理論的に解明した研究が存在
する.Matsumoto and Sugeta (2007)では，中間財独占市場における第3種価格差別を反ト
ラスト政策で禁止することで，社会的厚生が改善することが示されている． また， Sugeta
(2008)は vonWeizsacker (1980). Mankiw and Whinston (1986)等が確立した過剰参入定
理 (excess-entrytheorem)を用い，伝統的ピグー税と参入規制の併用が社会的厚生に及ぽ
す効果を議論している．今後も環境政策と反トラスト政策の相互作用が，厚生に与える影響
に対しどのような含意を持つのかさらなる研究が望まれる．
補論
A. 1短期均衡の安定性条件と比較静学
短期均衡の条件式 (3a)および (3b)を全微分すると，以下の行列表示された方程式を得る．
[: 「:: ] [ :] = [ :: ] dt + [ -:qn] dn (A. l) 
ただし，'Trqq=p"nq+(l+n)p'-cqq-tsqq, 叫w=和q=-Cqw-tSqw, 匹t=-sが叫n= (p" q+ p')q, 
和w= -Cww―tSww, 和t= -s山 9そして和n=Oである. (A. 1)の中の係数行列をHで
記すと， H=匹q和”―叫切知qで表わされる．この符号は安定性条件から正となる．そこ
でクラメールの公式を (A.l)に適用すれば，本文中の (17)が以下のような計算で導かれる．
8q 1 Sq 叫w 叩wwSqー 1rqw8w
-=- = 
祝 H H' 
8w 1 叫q Sq 叫qSw-'Trq述Sq
-=- = 8t H H' 
Sw 1r山山 1rwq Su, 
8q 1 -'Trqn 匹w —'lrww叫n
-=- = 
8n H H' 
0'lrww 
8w 1 匹q ー叫n-=ー ＝竺丑血．
8n H 1r H 匹°
17) Requate (2005)も同様の政策提言を行なっている．
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A. 2長期均衡の安定性条件と比較静学
長期均衡条件が (3a)から (3c)までの式で与えられるので，これらを全微分すると，以下
の行列方程式を得る．
'Trq 
'lrwq 
冗1w'lrqn
m皿 I} 0 
(n -1) p'q O p'q2 
dq 
dn 
Sq 
dw I = I Sw I dt. (A. 2) 
?
ただし， Ilq= p'nq + p-Cq-tSq = (n-l)p'q, Ilw =-Cw-tsw = O, Ilt =ーs,そして IIn= p'q2 
である.(A.2)の中の係数行列をJで記すと，これはJ=((q叫qー (n-1)7r qn)7r ww— Q1rqw和q)p'q
となる. (11)から (13)で定義される 1rqと叫nを用いると， q匹qー (n-1) 7rqn = f3qが成立
する． したがって，長期均衡の安定性条件はJ={釦WW — (7rqw)2}p'q2 < 0で表される．こ
れが本文中の (25)である．
さらに，μ三qs9/s> 0および q叫qー (n-1) 7rqn = f3qを再び用いて， (A.2)にクラーメ
ルの公式を適用すれば，比較静学の解が以下のように導出される．
Sq 叫w'lfqn
8q 1 1 
玩=] Sw 和w O = J ((和wSq→qwSw)P1Q2 -'lfww'lfqnS), 
s O p'q2 
叫q Sq 叫n??
＝?
???
??
＝?
???
T山q
1 
Sw O I=] ((年—和qSq)p'q2十和q叫ns)'
(n -1) p'q s p'q2 
1rq 叫w Sq 
1rwq 
1 
和 w Sw I = ] ((1rqwSw -1f'wwSq) (n -1) p'q + H s). 
(n-l)p'q O s 
ただし， H=叫q和w — 'Trqw和q>O は短期均衡の安定性条件である．これらが本文中の (24)
で提示された，長期均衡における比較静学の結果である．
A. 3補題3の証明
叫n= (-p'q)(f/n-1)と叫q= (-p')(f-n-K)を用い,(23)の条件式を餘言 O⇔ (μ-1) f言
n (μ-1) -Kと書き換える. μ> 1 のとき，餘言 O ⇔€言 n-K/(μ-1)が成立する．他方，
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µ<1 のときは餘 ~o ⇔信 n十引 (1-µ) が成立することになる．ここで．安定性の条件
(13)はf<n十んと同値であるので.μ< 1の場合,n+K/(1ー μ)はn十んよりも大きくなる．
したがって，€ > n+K/(1ー μ)のケースは前述の安定性の条件によって排除される．
A.4命題2の証明
本稿ではμ/lの一般的なケースを扱っているので， 8q/8S< 0のための条件は次の条件
と同値である．
(μ-1)(,, -•) (,, —ん十µ十汽げ）2µ• -,) < 0. (A.3) 
μ>1の場合， e1= -n (μ-1) < 0から， qは負となる．よって， (A.3)の右辺の第3番
目の括弧の中にある分数式は正となることが示される． したがって，不等式 (A.3) を€ に
ついて解くと，次のようになる．
f1 -
K+μ 十 早
1rw口
μ 一呵
げ）2炉
く€ くfl・
逆に， μ<1の場合， f1= n (1-μ) > 0から， f1は正となる． よって， (A.3)から以下の
条件が導かれる．
い十μ十並げ）2μ2 
f >fl+ 和 o噌ー μ , f < fl-
第1の条件は安定性条件f < n + Kと両立できない可能性があることを指摘しておく．
しかしながら， n+ K > f1 + (K +μ+芝(-rs)2μ2)I (1-μ)が成立するための条件は
n> (K+l+.!:li. げ）祁） / (1-μ)である．つまり 第1の条件が安定性の条件と両立可能
1rww 
となるには，企業数nは十分に大きなものでなければならない．
A. 5補題4の証明
(24a")と安定性条件'lf'q< 0から，以下の関係を得る．
悶 ~o ⇔ 'Yq {(,sー や）p'μ+年｝夏o. (A.4) 
まず， qとwが代替的なケース，つまり，祁と'Ywの符号がともに負の場合を考える．安定
性条件(15)によりやく'Yq< 0となるので， (A.4)の関係式は以下のように書き換えられる．
8q < Ys _'Yw 
-= 
8t > 
0 ⇔ ('Ys _'Yw) p'μ+ aや言O ⇔ a~ ー p'μ = a1・'Yw 
次に， qとwが補完的なケース，すなわち，祁と'Ywの符号がともに正の場合を考える．
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再度，安定性のための条件から'Yw>'Yq > 0が得られ， (A.4)の関係式を以下のように書
き換える．
8q < -= 
at> 
0 ⇔ ('YBー や）p'µ+aや ~o ⇔ ＜ ＞ a=a1・＜ 
以上の考察から， qとwが代替的であれ．補完的であれ，器言 O⇔ a言01の関係がいず
れの場合も成立する.a= p"q + p'= (-p') (t:/n-1)を用いて，これを変形すると，
> 7s _ 7w 
a言a1 ⇔ € 乏n+nμ 三 €3'Yw (A.5) 
という関係が導かれ，補題4が証明される．
A. 6補題5の証明
まず' qとwが代替的なケース，つまり,w< (,q <) 0から始める．この場合，本文中
で与えられる必要条件は—p'nµ,s + (,w -,s) 8 < 0となる．ここで ,w< ,sが成立するの
で,,w -,s < oとなり，上の条件は次のように変形される．
8 > p'nμ 'Y 
8 
'Yw _'Ys 三ふ．
(A. 6) 
次に， qとwが補完的なケース，つまり 'Yw> (-yq >) 0を考える．この場合，上の必要
条件は—p'叫げ＋（ヤー "(8)8 > 0となる．や >'Ys(> 0)の場合，この条件は8>ふとなる．
他方， (0<)やく 'Ysの場合，不等号は逆になり， 8< 81となる．
こんどは上の 6についての条件を aに関するものに書き換える.'Yw< 0の場合と
ゃ>-ys> 0の場合の両方がまず検討される 8= (n (μ-1) + 1) p'-naを(A.6)に代入す
ると， (n (μ-1) + 1) p'-an> p'nμ-yツ（ヤー'Ys)となり，これを aについて解くと，以下
のように変形される．
-y8 1 n (μ-1) + 1 'Y 
a<-p'μ+p 三 02⇔ f <n-I-n(µ-1)-nµ=€4. (A.6') 'Yw一-ys n -ys _ -yw 
上の同値性を証明するには．まず, a= (-p') (e/n-1)をa<a叶こ代入し．（一p')(e/n -1) < 
p'μ,ys / ('Ys _や)+p'(n (μ-1) + 1) / nの不等式を導く．次に．この両辺をーp'で除すれば．
e/n -1 < -μ"(8 / ('Y8 -'Yw) -(n (μ-1) + 1) /nが得られる．さらに, nを両辺に乗じ．項
を整理すれば, f <€4 となる. (0 <)'Y山 <'Ysの場合は不等号を逆向き．つまり f>€4 にす
ればよい．
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A.7命題3の証明
安定性のための条件匹qく0から，本文中の 2つの十分条件はそれぞれ (i)
'Yq ('Ysー や')p'μ+aヤ） <0と(ii)'Yq(-p'nJゲ＋（やー"(8)6) < 0とに書き換えることが
できる．
まず， qとwが代替的なケースを考える．すなわち''Yqおよび'Ywがともに負の場合
である．そのとき，条件 (i)は(-ys_'Yw) p'μ+aや >0となる.'Ys> 0 >や’が成立する
ので，補題4の証明より， aはa<a1を満たさなければならない．他方，条件 (i)は
-p'nJゲ +(-yW--yS)fJ>Oとなる.'Ys> 0 >'Ywを再度用いると，補題5の証明から， 6は
6<ふを満たさなければならない．これと同値なaにつての条件はa>a2である．以上か
ら， 2つの十分条件はそれぞれ (i)a< a1と(i)a > a2とに縮約される．今， a2> a1が成
立するとしょうすると上述した条件(i)と(i)は両立不可能となるこれを確認するために，
以下の計算を行なう．
01 -02 =p 
, μげ）2 ,n-1 
+p―・ 沖＇（ヤ— "fS) n (A. 8) 
ここでμ>0, n~l, および "Is> 0 > 7wが成立するので， (A.8)の式の符号は負になる．
つまり， a2> a1が成立してしまうことが示された．
次に， qとwが補完的なケースを考える．つまり，祁と 'Ywの符号がともに正となる場合
である．そのとき，条件 (i)は (7s_'Yw) p'μ+ 07w < 0となり，さらに，これと同値の条
件a<a1に変形される．他方，条件 (i)はーp'nμ7s+ ('Yw -"Is) 6 < 0となる．そして，こ
れと同値の関係にある，
"Is 
6 S p'nμ= 61if'Yw~78 
'Yw一"Is
に書き換えられる．これに 6= (n (μ-l) + 1) p'-naを代入すれば，以下の関係式が導か
れる．
a~ 
n (μ-1) + 1 , 
n 
p -p'μ 
"Is 
'Yw一"Is
= a2 1f w > 8 'Y <'Y・ 
これより，さらに考察すべき 2つのケースが存在することが分かるまず最初に， "(W> "(S (> Q) 
の場合である．そのとき， 2つの十分条件 (i)および (i)は a1く a<a2となるこの不
等式が意味を持つには a1く a2が成立しなければならない．この条件が成立することは，
(A.8)で与えられる a1-a2の符号がや>"(S > 0により負となることで保証される．よっ
て，補論A.6の (A.5)および (A.6')を用いれば，十分条件 a1く a<a2 を €3 く f <€4 で
表現できる．
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こんどは "fS>や(>0)を想定しよう．そのとき 2つの条件 (i)と(i)は a<min{a1,a叶
に縮約される• "fS >やの仮定の下で， (A.8)の式の符号を検討する．そこでは， 01と02
の大小について，次の関係が成立する．
＞ fげ／や）＝
げ／や）2 > n-1 
01 = 02 ⇔ = . 
く 1ヅヤ— 1 < nμ 
'YB Iヤ >1の範囲に対し，関数f(18 Iや）は 1s!"fW = 2の値において最小となる. μ> 1 
の場合 (nー 1)/(nμ)<1が成立し， 01> 02が導かれる．逆に， μ<1の場合，不等式
(n -1) / (nμ) > 2が成立する可能性が高くなる．よって， 01> 02を成立させることができ
る． しかしながら，これにはμく (n-1) / (2n)の条件が必要となるが，μの取り得る現実的
な値の下ではこの条件は成立し得ない したがって， μ>1のケースに限定して議論を進め
ることにする．以上の考察から， 1s> 1wのときの縮約された十分条件は 0< 02であるる．
そこで，補論A.6の (A.6')を用いれば，この条件は f< f4と同値となる．
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